
策定済み 策定予定 策定済み 策定予定

1 北海道 ● 25 滋賀県 ●

2 青森県 ● 26 京都府 ●

3 岩手県 ● 27 大阪府 ●

4 宮城県 ● 28 兵庫県 ●

5 秋田県 ● 29 奈良県 ●

6 山形県 ● 30 和歌山県 ●

7 福島県 ● 31 鳥取県 ●

8 茨城県 ● 32 島根県 ●

9 栃木県 ● 33 岡山県 ●

10 群馬県 ● 34 広島県 ●

11 埼玉県 ● 35 山口県 ●

12 千葉県 ● 36 徳島県 ●

13 東京都 ● 37 香川県 ●

14 神奈川県 ● 38 愛媛県 ●

15 新潟県 ● 39 高知県 ●

16 富山県 ● 40 福岡県 ●

17 石川県 ● 41 佐賀県 ●

18 福井県 ● 42 長崎県 ●

19 山梨県 ● 43 熊本県 ●

20 長野県 ● 44 大分県 ●

21 岐阜県 ● 45 宮崎県 ●

22 静岡県 ● 46 鹿児島県 ●

23 愛知県 ● 47 沖縄県 ●

24 三重県 ● 1 6 3 17 15 1 4

「都道府県アルコール健康障害対策推進計画」策定（予定）状況（厚生労働省調べ）

H27年度
策定済み

H28年度
策定済み

H29年度 H30年度
策定予定

H27年度
策定済み

H28年度
策定済み

H29年度 H30年度
策定予定

H3１年度
策定予定

未定

※矢印は前回会議（平成29年6月14日）からの変更

H3１年度
策定予定

未定

合計

平成30年３月１日現在
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平成30年3月1日　現在

成功した点 苦心・苦慮した点

1 北海道
平成29年12
月19日

①保健・医療・福祉関係機関　15機関（精
神科医、内科医、薬剤師、看護師、臨床
心理士、PSW、SW等）
②大学・研究機関　5機関
③警察・消防機関　2機関
③教育関係機関　1機関
④当事者団体・回復施設　4機関
⑤酒類製造販売業関係団体　2機関
⑥アルコール健康障害対策推進アドバイ
ザー（アルコール健康障害対策関係者会
議委員　精神科医）

※計画部会は、上記のうち16機関が参画

【主担当部局】
保健福祉部福祉局障がい者
保健福祉課

【連携・協力部局】
環境生活部くらし安全局道
民生活課（交通安全G、青少
年G、男女平等参画G）

保健福祉部（地域医療課、
地域保健課、子ども子育て
支援課、国保医療課）

策定直後のため効果につい
ては今後把握する。

アルコール関連問題に取り
組む多くの関係機関の参画
が得られ、延べ9回開催した
推進会議及び計画部会にお
いて、各分野で把握されてい
る実態や課題を共有し計画
内容を検討することができ
た。

全ての取組において、本道
の広域性の観点からの検討
が必要であった。

2 愛知県
平成29年3月

24日

①学識経験者（大学教授、アルコール専
門医（内科））
②保健・医療（精神科医師、医師会、精神
科病院協会、保険者、看護協会、精神保
健福祉士協会）
③自助団体
④福祉・NPO（社会福祉協議会）
⑤酒類事業者（酒造組合、小売酒販組
合）
⑥教育関係（大学、高校校長会）
⑦市町村（政令指定都市・市町村保健師
協議会）
⑧行政（保健所長会）

【主担当部局】
健康福祉部障害福祉課ここ
ろの健康推進室

【連携・協力部局】
県民生活部地域安全課
産業労働部労政局労働福祉
課
教育委員会学習教育部（保
健体育スポーツ課、健康学
習室）
警察本部（生活安全部・交通
総務部）
健康福祉部（地域福祉課、
児童家庭課、高齢福祉課、
健康対策課、医務国保課）

平成29年度より計画に沿っ
た事業を開始。
29年度は、知識の普及啓発
及び相談体制を整備してい
る。

効果については、右記成功
した点と同じ

関係機関と顔の見える関係
となり、啓発、相談事業や人
材育成事業等、連携しなが
ら実施することができるよう
になった。

・策定検討委員会構成員の
人選
・本県の現状、課題を示す
データの収集、分析
・関係機関（部局・課室）との
調整
各委員から提出された意見
の調整
・政令市における取組の位
置づけ

都道府県アルコール健康障害対策推進計画策定済自治体一覧表

都道府県名 策定年月日 関係者会議構成員
主な内容・計画の特色

重点課題
連携・協力

部局
計画策定後の効果

計画策定にあたって

【主な内容】
１　発生予防対策
　・正しい知識の普及及び不適切な飲酒を防止する社会づくり
２　進行予防対策
　・誰もが活用できる相談場所と必要な支援につながる相談支援体制づ
くり
　・医療における質の向上と連携の促進
３　再発予防対策
　・円滑に回復、社会復帰するための社会づくり
４　基盤整備
　・相談及び治療等の拠点の整備
　・人材育成・確保

【計画の重点目標】
１　飲酒に伴うリスクに関する知識の普及を徹底し、将来にわたるアル
コール健康障害の発生を予防する。
２　アルコール健康障害に関する寄ろう、相談、治療、回復支援に至る
切れ目のない支援体制を整備する。

【計画の特色】
　アルコール健康障害を有する者やその家族が適切な相談から、治療、
回復支援につながるよう、衣浦東部保健所の取り組みをモデルとして、
全ての保健所において、関係機関との連携推進会議や事例検討会、研
修会等を実施し、地域の実情に応じた連携体制を構築する。

【主な内容】
計画の策定にあたって（策定趣旨、北海道の現状等）
計画の基本的考え方（基本理念、基本方針、重点目標等）
施策体系（発生予防、進行予防、再発予防等）
推進体制等

【計画の重点課題（目標）】
1　飲酒に伴うリスクに関する知識の普及を徹底し、将来にわたるアル
コール健康障害の発生を予防します。
2　アルコール健康障害に関する予防及び相談から治療、回復支援に至
る切れ目のない支援体制を整備します。

【計画の特色】
本道の広域性に鑑み、以下の数値目標を設定
・道立精神保健福祉センター及び道立保健所（26箇所）を相談拠点とし
て位置付け、身近な地域での相談体制を整備
・専門医療機関は、第三次医療圏（6圏域）に1箇所以上、治療拠点機関
は、全道に1箇所以上選定し、医療連携体制を整備
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平成30年3月1日　現在

成功した点 苦心・苦慮した点

都道府県アルコール健康障害対策推進計画策定済自治体一覧表

都道府県名 策定年月日 関係者会議構成員
主な内容・計画の特色

重点課題
連携・協力

部局
計画策定後の効果

計画策定にあたって

3 三重県
平成29年3月
14日

①医療関係（精神、内科、一般救急、産業
医）、
②当事者等（自助団体）、
③地域行政（保健所）、
④業界団体（酒販組合、酒造組合）、
⑤支援団体
　
オブザーバーとして、県教育、警察、保健
所管課、精神保健福祉センターが参加

【主担当部局】
　（県庁）健康福祉部

【連携・協力部局】
　県警本部
　県教育委員会
　精神保健福祉センター
　保健所
　県立病院　　など

・県全体のアルコール関連
問題に取り組む関係者の連
携が強化された。
・関係機関が連携しての施
策が推進された。
・各障害保健福祉圏域での
関係機関のネットワーク化が
進みつつある。

・計画策定のための部会開
催前後に、主な委員で構成
するコア会議を開催すること
で、会議進行の意見調整、
会議後の意見整理などが容
易となった。
　　　　　　　　　　　　　など

・当県は財政的に厳しい状
況もあり、要望にあがった課
題に対して、予算化が難しい
ことが散見された。
・他の依存症施策との関連
性の整理　　　　　　　　など

4 京都府
平成２９年３
月

①学識経験者　２名
②医療関係（精神、内科、薬剤師）４
名
③福祉関係（社会福祉協議会、民生
児童委員）２名
④青少年関係（青少年育成協会、大
学コンソーシアム）２名
⑤製造・販売（酒造、酒販、飲食業）３
名
⑥当事者・支援団体（断酒会、マック）
⑦行政（保護観察所）

○京都府
健康福祉
学校・教育
青少年
交通関係
精神保健センター
保健所
教育委員会

○府警本部
生活安全部
交通安全部

○京都市
障害保健福祉

青少年関係者を委員に入れ
たことで、学生相手にどのよ
うな取組、効果があるのか現
状把握ができた。

・計画策定中は、専門医療
機関、治療拠点、相談拠点
の基準も定められていない
状態だったため、どこの機関
が指定できるか不明確のま
まだった。

・策定前に、どの部署に関係
があるか事前の整理が必
要。また、策定中も、様々な
関係部署に照会をかけ、了
解を得る必要があった。

【計画の主な内容】
　計画策定の考え方、三重県の現状、基本理念と３つの基本方針、６つ
の重点課題、計画の推進体制（進捗管理）で構成。
【重点課題】
　①飲酒に伴うリスクに関する知識の普及を徹底し、アルコール健康障
害の発生を予防
　②アルコール健康障害の早期発見・早期介入
　③アルコール依存症当事者、家族等からの相談に応じる体制の整備
　④アルコール依存症の治療体制の整備
　⑤アルコール関連問題に対応できる人材の育成
　⑥アルコール関連問題に関する調査研究の推進
【計画の特色】
　・早期発見をひとつの重点課題として位置づけ、内科医（大学教 授）に
会長に就任していただき、産業医、総合病院院長（一般救急）などが委
員として就任いただいたこと。
　・具体的な取り組みの中で、各障害保健福祉圏域で一般医療、市町等
との連携ネットワークの構築や警察、児童相談所、地域包括支援セン
ター等との連携強化を記したこと。
　・治療体制の整備の中で、県全域の拠点治療機関、精神医療圏毎の
地域の専門医療機関に加え、市町単位でもアルコール依存症の治療に
対応できる医療機関整備を目標に加えたこと。
 ・計画内容を検討したアルコール健康障害対策推進部会の前後に、少
人数の主な委員で構成するコア会議を開催し、調整を行ったこと。
　・アルコール健康障害対策推進部会を毎年開催し、計画の進捗管理を
PDCAサイクルで行っていること。

【主な内容】
計画についての説明
基本的な考え方
達成目標と重点課題
取組の方向性
具体的施策
推進体制等

【計画の重点課題】
・特に配慮を要する者（未成年者、妊婦、若い世代）に対する教育・啓発
・アルコール依存症に関する正しい知識・理解の啓発
・アルコール健康障害を有している者及びその家族が分かりやすく気軽
に相談できる相談拠点について、広く周知を図る。
・アルコール健康障害を有している者とその家族を、相談、治療、回復支
援につなぐための連携体制の構築

【計画の特色】
学生が多いことを鑑み、若者への普及啓発を重視
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平成30年3月1日　現在

成功した点 苦心・苦慮した点

都道府県アルコール健康障害対策推進計画策定済自治体一覧表

都道府県名 策定年月日 関係者会議構成員
主な内容・計画の特色

重点課題
連携・協力

部局
計画策定後の効果

計画策定にあたって

5 大阪府
平成29年9月
29日

①医療関係（精神、内科）、
②福祉関係（介護支援専門員協会、精神
保健福祉士協会、就労支援事業所）、
③当事者等（自助団体、家族）、
④地域行政（精神保健福祉センター、保
健所）、
⑤学識経験者（アルコール専門医）、
⑥業界団体（酒販組合、外食産業協会）、

【主担当部局】
健康医療部保健医療室地域
保健課精神保健グループ

【連携・協力部局】
政策企画部、府民文化部、
福祉部、商工労働部、環境
農林水産部、都市整備部、
教育庁、府警本部（交通部、
生活安全部）

計画を策定したことで、市町
村や関係部局の取組みを把
握しやすくなった。

計画を策定したことで、医療
機関、関係団体等の協力を
得られやすくなった。

・健康づくり関係課との調整
に苦慮した

・策定前に、庁内関係部局に
アルコール健康障がいに関
する事業についての照会を
行ったが、アルコールに特化
した事業を行っていないとい
う回答が多く、庁内での事前
調整に苦慮した。

・パブコメが１４８件あり、断
酒会や医療機関、関係団体
等からの計画策定に関する
要望が多く、関係部局との調
整に時間を要した。

6 鳥取県
平成２８年３
月２４日

①学識経験者（環境医学分野、精神）、
②医師会（内科）、
③病院協会（精神、）
④薬剤師会、
⑤介護・民生団体（老人施設協議会、民
生児童委員協議会）、
⑥断酒会、
⑦酒類事業者（酒造組合、酒販組合、飲
食生活衛生協同組合）、
⑧行政（国）（鳥取保護観察所、鳥取刑務
所）

【主担当部局】
福祉保健部
　ささえあい福祉局
　　障がい福祉課
【連携・協力部局】
福祉保健部
　子育て王国推進局
　　　青少年家庭課
　健康医療局
　　　医療政策課
　　　健康政策課
生活環境部
　くらしの安心局
　　くらしの安心推進課
地域振興部
　教育・学術振興課
東部福祉保健事務所
中部福祉保健局
西部福祉保健局
精神保健福祉センター
教育委員会事務局
　体育保健課
　小中学校課
警察本部
　生活安全企画課
　運転免許課
　少年課

①アルコール健康障害支援
拠点機関を設置したことによ
り相談体制の構築が図られ
た。

②圏域ごとの関係機関との
ネットワークの強化が図られ
た。

①アルコール依存症に関す
る専門医師が計画策定の中
心的な役割を担っていただ
けた。

②予算と計画が同時期での
進行であったため予算の説
明がしやすかった。

③計画を策定したことで、関
係機関の協力が得られやす
くなった。

①関係者会議の人選として
量販店、税務署も入れておく
べきであった。

②酒造組合は会議への参加
が少ない。

【主な内容】
①計画の考え方
②本県の状況
③達成目標
④取組の方向性
⑤取組の具体的内容

【計画の重点課題】
①アルコール健康障害の治療及び相談支援体制の強化
②各段階（発生予防、進行予防、再発予防）に応じたアルコール健康書
具合対策の実施

【計画の特色】
アルコール健康障害支援拠点を設置、支援拠点にコーディネーターを配
置することにより支援拠点に相談さえすれば、適切な支援に繋がる体制
の構築

【主な内容】
・アルコール専門医療機関・相談機関の明確化
・関係機関の連携体制の強化と支援体制の整備
・身体科、精神科医療機関とアルコール専門医療機関の連携強化
・発生予防、再発予防の充実

【計画の目標】
①未成年飲酒者をなくす
②生活習慣病のリスクを高める量を飲酒している者を減らす
③妊娠中の飲酒をなくす
④身体科・精神科医療機関とアルコール専門医療機関の連携を強化す
る

【計画の特色】
・虐待、暴力、自殺未遂等の分野において、背景に飲酒問題が疑われる
場合には、保健所等関係機関が連携を図り適切な支援や介入を行うよ
う、内容に盛り込んだ。
・府独自の目標「身体科、精神科医療機関とアルコール専門医療機関
の連携を強化する」をあげ、簡易介入マニュアルを作成し、研修会等を
通じて周知、活用を図ることとしている。
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平成30年3月1日　現在

成功した点 苦心・苦慮した点

都道府県アルコール健康障害対策推進計画策定済自治体一覧表

都道府県名 策定年月日 関係者会議構成員
主な内容・計画の特色

重点課題
連携・協力

部局
計画策定後の効果

計画策定にあたって

7 広島県 平成29年３月

①全国健康保険協会広島支部
②広島県医師会
③広島県飲食業生活衛生同業組合
④広島県看護協会
⑤広島県交通安全協会
⑥広島県小売酒販組合連合会
⑦広島県精神科病院協会
⑧広島県精神神経科診療所協会
⑨広島県精神保健福祉士協会
⑩広島県断酒会連合会
⑪広島県病院協会
⑫広島県民生委員児童委員協議会
⑬広島県薬剤師会
⑭広島保護観察所
⑮広島県教育委員会
⑯広島県警察本部
⑰広島県西部保健所
⑱広島県立総合精神保健福祉センター

【主担当部局】
・健康対策課

【連携・協力部局】
・県民活動課
・子育て少子化対策課
・子ども家庭課
・薬務課
・地域包括ケア・高齢者支援
課
・総合精神保健福祉センター
・保健所
・教育委員会
・警察本部

・基本計画を作ったことで策
定前と比べて，具体的な施
策を基に対策を講じられるよ
うになった。

・市町や保健所，関係機関
の取組を把握しやすくなっ
た。

・数値目標を立て，進捗や達
成度合いが目に見えるよう
になった。

・関係団体の協力をえられや
すくなった。

・「アルコール健康障害対策
支援員」の養成に関して，共
通理解の形成や人材の不足
が課題

8 山口県 平成２９年３月

①保健・医療関係（県精神科病院協会、
県医師会、県産業医会等）、
②福祉関係（県社協）、
③当事者等（県断酒会）、
④学識経験者（精神、公衆衛生）、
⑤業界団体（県酒販組合連合会、県自動
車学校協会）、
⑥教育関係（県養護教諭会）

【主担当部局】
健康福祉部健康増進課

【連携・協力部局】
（県庁）総務部、商工労働
部、環境生活部、県教育庁
県警察本部
精神保健福祉センター

・基本計画を策定したこと
で、従来から実施している施
策においても計画を意識して
工夫を凝らすことが可能と
なった。
・実施する施策の一つ一つ
の位置づけが明確になっ
た。

会議の構成員や連携部局と
の協議を通じて課題を共有
するとともに連携の基盤がで
きた。

取組の範囲が広いため、会
議の構成員のメンバー選考
や連携部局の範囲の検討に
苦慮した。

【主な内容】
不適切な飲酒の防止により，本人の健康問題及び重大な社会問題の発
生を低減し，安心して暮らすことのできる社会を実現する。

【計画の重点課題】
・飲酒に伴うリスクに関する正しい知識の普及
・適切な支援につなぐ仕組みの構築
・相談から治療，回復支援に至る切れ目のない支援体制の整備

【計画の特色】
・多量飲酒する人の割合の減少
・相談件数の増加
・サポート医の養成
・サポート医による紹介件数の増加

【主な内容】
国の「アルコール健康障害対策推進基本計画」(平成28年5月策定)を踏
まえ、本県のアルコール健康障害対策を、総合的かつ計画的に推進す
るため、「山口県アルコール健康障害対策推進計画」を策定。

【計画の重点課題】
・飲酒に伴うリスクに関する知識の普及を徹底し、将来にわたるアルコー
ル健康障害の発生を予防
・アルコール健康障害に関する予防及び相談から治療、回復支援に至
る切れ目のない支援体制の整備

【特色】
・生活習慣病のリスクを高める飲酒をしている者の割合について、女性
の目標値を国目標よりも低く設定した。
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平成30年3月1日　現在

成功した点 苦心・苦慮した点

都道府県アルコール健康障害対策推進計画策定済自治体一覧表

都道府県名 策定年月日 関係者会議構成員
主な内容・計画の特色

重点課題
連携・協力

部局
計画策定後の効果

計画策定にあたって

9 徳島県
平成２９年
３月２３日

①医療関係（県医師会、県精神科病院協
会、民間医療機関）
②学識経験者（精神医学、消化器内科
学）
③地域行政（精神保健福祉センター、保
健所）
④当事者等（自助グループ）
⑤福祉関係（県社会福祉協議会）
⑥医療保険関係（県保険者協議会）
⑦業界団体（県小売酒販組合連合会）
⑧警察（生活安全、交通）
⑨教育関係（県教育委員会）

【主担当部局】
保健福祉部健康増進課

【連携・協力部局】
（県庁）教育委員会
県内６保健所

・県計画を策定したことで、
県内において、各関係団体
がどのような取組を実施して
いるかを把握することができ
た。それにより、発生予防・
進行防止・再発防止の各段
階において、各関係団体の
取組を効果的に連携させら
れるようになった。

・様々な分野から県計画策
定委員を委嘱したため、アル
コール健康障がいに対する
連携が深まった。

・委員の選定について、どの
分野から参加してもらうかが
時間を要した。

10 福岡県 平成２９年６月

①医療機関（医師会、精神科病院協会、
精神神経科診療所協会）
②職域（商工会議所連合会、商工会連合
会）
③地域(社会福祉協議会、地域婦人会連
絡協議会）
④自助グループ（断酒連合会、断酒協議
会、ＡＡ）
⑤業界団体（小売酒販組合連合会）
⑥関係機関（交通安全協会、保護観察
所）
⑦行政機関（市長会、町村会、精神保健
福祉センター）
１７名の関係者

【主担当部局】
保健医療介護部健康増進課
こころの健康づくり推進室

県計画に沿って、関係機関
の取組みを把握し、今後ど
のような取組みが必要かを
協議する機会となり、関係機
関との連携が強化された。

既存の会議を利用したため、
スムーズに検討ができた。

日程の都合で関係者会議を
一度しか開催できず、会議
後メールでのやり取りが主と
なった。

【基本目標】
（１）県民がアルコールに関する正しい知識を持ち、アルコールと付き
合っていくことができること
（２）アルコールによる社会問題の解決に向けて、アルコールに関する問
題を有する者とその家族が日常生活及び社会生活を円滑に営むことが
できること

【重点方針】
（１）アルコールに関する正しい知識の普及啓発
（２）飲酒運転違反者等のうちアルコールに関する問題を有する者の受
診等適切な飲酒指導の促進
（３）アルコールに関する問題を有する者に対する支援体制の整備

【主な内容】
①発生予防
・学校、職場、地域など各分野における啓発を実施し、アルコール健康
障がいに関する県民の正しい知識の普及と理解の促進を図るとともに、
社会全体で不適切な飲酒の誘引防止に努める。
②進行防止
・地域や職域においてアルコール健康障がいの進行の防止のため、ア
ルコール健康障がいの早期発見・早期介入を推進するとともに、相談支
援体制や医療機関連携体制の強化を図る。
③再発防止
・アルコール健康障がいの再発防止や社会復帰を支援するため、自助
グループと連携した取組の推進を図るとともに、社会復帰や回復に向け
た支援に関係機関が連携して取り組む。
【計画の特色】
・モデル的に県職員や県関係者を対象としたＡＵＤＩＴ（オーディット）を実
施し、問題飲酒者には精神保健福祉センターが実施する「おいしくお酒
を飲むための教室」を受講してもらい、問題飲酒の改善状況の調査を実
施する。
【計画の重点課題】
①生活習慣病のリスクを高める量を飲酒している者→減少
②未成年飲酒者→０％
③妊娠中の飲酒者→０％
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